
















（1） 金融オンブズマンの運営財源は Financial Services and Market Act 2000（以下
「FSMA」と表記する。）234 条に基づき業界が負担することになっており，サー
ビスを利用する消費者は費用負担する必要がない。概要については，下記金融オ
ンブズマン HP を参照。FOS, ’about the Financial Ombudsman Service’ available at 
















（2） 2004 年当時の状況について，杉浦宣彦＝徐熙錫＝横井眞美子「金融 ADR 制度
の比較法的考察 ―英国・豪州・韓国の制度を中心に―」金融庁金融研究研修セン
ター（ 2005 年）〈http://www.fsa.go.jp/frtc/seika/discussion/2005/20050811-2.pdf〉4-5
頁によれば，スタッフ数は 725 名，予算は約 51 万ポンドである。これに対して， 
2015 年現在のスタッフ数は 4,500 人超，予算は約 223 万ポンドである。
（3） alternative dispute resolution for consumer disputes and amending Regulation (EC) No 
2006/2004, Directive 2013/11/EU(OJ L 165, 18.6.2013, p. 63–79) は，2015 年 7 月 1 日
から施行されている。
（4） 日本での金融 ADR 制度に関する主な法令は，金融庁「金融 ADR 制度関係法令等」
〈http://www.fsa.go.jp/policy/adr/hourei/index.html〉（last visited on 22 Feb 2016）を参照。




ギリスにおける金融サービス消費者の保護システム : 金融サービス機構 (FSA) を
中心に」2003 年度消費者金融サービス研究学会年報 4 号 35 － 57 頁（2004 年），
春井久志「金融グローバル化の下における消費者保護訴訟外紛争処理とオンブズ
マン制度」経済学論究 63 巻 2 号 65 － 83 頁（2009 年），冨永紅「英国金融オンブ
ズマンサービス（FOS）について―日本版金融 ADR 設立に向けての課題―」日
本共済協会　結成 20 周年・2012 国際協同組合年　論文・講演集 241 － 264 頁（2012
年），江原直子「わが国における金融 ADR 制度に関する一考察：英国の金融オン












FOS に所属するスタッフは 4,500 人を超え，男女比は 45％：55％となっ
ている（8）。このうち，Ombudsman（オンブズマン）が 307 人（2015 年 12 月
10 日時点）（9），adjudicator（仲裁者）が 1,963 人（2014 年 11 月 1 日時点）（10）
となっている。本年度予算は 223 万 9 千ポンドであり，このうちの 90％は，
利用料（case fee）と group fee（11）によるものであり（12），このような潤沢な予
算のおかげで，消費者は苦情相談サービスを無料で利用できることになっ
（7） FOS, ’Annual Review of consumer complaints about ... financial year 2014 /2015’
(hereinafter ’Annual Review2014/2015’), p.72, available at http://www.financial-
ombudsman.org.uk/publications/ar15/ar15.pdf.
（8） FOS, ’Annual report and accounts for the year ended 31 March 2015’(Hereinafter 
’Accounts  report 2015’), p.27, available at http://www.financial-ombudsman.org.uk/
publications/directors-report-2014-15.pdf.
（9） FOS, ’Panel of Ombudsman’, available at http://www.financial-ombudsman.org.uk/
about/panel-ombudsmen.html(last visited 9 Dec 2015).
（10） FOS, ’Careers’, available at http://www.financial-ombudsman.org.uk/about/pay-scales.
htm(last visited 9 Dec 2015). FOS, ’Our Organisation Chart’, available at http://www.
financial-ombudsman.org.uk/about/organisation-chart.htm(last visited 10 Dec 2015) で
も，約 2,000 人の adjudicator が雇用されているとの表記がある。なお，前者のサ
イトでは，他の役職の人数及び当該役職に支払われている給与が示されており，
おおよその雇用体系が把握できる。
（11）  group fee は，2014 年 4 月 1 日から導入された制度である。PPI に関する苦情相
談が増加したことに伴い，財政を超過するようになったことへの対策として導入さ
れた。現在，Lloyds, Barclays, HSBC, RBS, Nationwide, Santander, Aviva, Direct Line
の 8 社から，業績に応じて徴収している。詳細は，Accounts report2015, p.60 参照。













者は，2009 年には 28％，2011 年には 40％，2012 年には 37％，2013 年には





（13） FSMA Explanatory Notes No.854.
（14） Dispute resolution: Complaints(DIPS) は，2015 年 10 月に改訂版が公表されている。
（15） FOS, ’Annual Review 2011/2021’, p.34, available at www.financial-ombudsman.org.
uk/publications/ar12/ar12.pdf; FOS, Annual Review 2014/2015, p.30.
（16） FOS, Annual Review 2014/2015, p.121. なお，このほかに，81％の人が Citizen 













独立して，公平な裁定を行ったか 49% 28% 10.50% 11.50%
信頼でき，物事に精通しているか 51% 27% 10.50% 11.50%
有能で，要領よく対応しているか 47% 24% 15% 14%




2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年
相談件数総数 789,877 925,095 101,237 1,268,798 2,161,439 2,357,374 1,786,973
新規相談件数 127,471 163,012 206,121 264,375 508,881 512,167 329,509
最終解決件数 113,949 166,321 164,899 222,333 223,229 518,778 448,387
??
仲裁者 105,275 155,591 147,434 201,793 198,897 487,749 405,202
オンブズマン 8,674 10,730 17,465 20,540 24,332 31,029 43,185
2014 － 15 年度（2014 年 4 月 1 日から 2015 年 3 月末まで）に，FOS に寄
せられた消費者からの相談は，1,786,973 件である（19）。このうち，解決した




（17） Annual Review2014/2015, p.123.　同報告書によれば，【表 1】の評価は FOS に連
絡をした消費者 24,000人を対象としてアンケートを取った結果である。このうち，
12,000 人は，オンブズマンの決定に苦情を申し立てた者とされている。
（18） Annual Review2014/2015, p.3，p.22，p.74，p.75 及び Accounts report2015, p.11 に
基づき作成。なお，同資料は，2015 年 3 月 31 日までに行われた集計件数となっ
ている。
（19） 余談ではあるが，Annual Review2014/2015, p.37 によると，英語以外での相談依
頼が昨年度は 590 件寄せられており，うち日本語での相談依頼は 3 件あった。









3 ケ月以内 6 ケ月以内 9 ケ月以内 12 ケ月以内
2013 年度総数 30% 58% 72% 81%
2013 年度 PPI を除いた総数 43% 73% 84% 89%
2014 年度総数 25% 48% 67% 78%
2014 年度 PPI を除いた総数 44% 71% 84% 90%
2015 年度総数 23% 39% 48% 57%
2015 年度 PPI を除いた総数 53% 78% 86% 90%






（21） FOS, ’our plans and budget for 2016/2017’ consultation, p.24, available at http://www.
financial-ombudsman.org.uk/publications/PB-2016-17-consultation.pdf.
（22） Annual Review2014/2015, p.50 によると，9％が insurance，24％が Banking and 
credit，4％が investments and pensions となっている。
（23） Annual Review2014/2015, p.82 に基づき作成。
（24） FSMA schedule 17(4)(5) に基づき任命された審査員団である。詳細は，FOS, 
’Panel of Ombudsman’, available at http://www.financial-ombudsman.org.uk/about/panel-
ombudsmen.html(last visited 10 Dec 2015) 参照。
（25） FOS, ’information for businesses covered by the ombudsman service’, available at 
http://www.financial-ombudsman.org.uk/faq/businesses/answers/decide_cases_a7.





























（27） Andrew Haynes, Financial Services Law Guide(Bloomsbury Professional, 2014) p. 170.
（28） Ibid., p. 171.
（29） FOS, ’assessing the suitability of investments’, available at http://www.financial-
ombudsman.org.uk/publications/technical_notes/assessing-suitability-of-investment.




の execution-only の場合には，suitability の適用はなく，完全に投資家の自己












という suitability と execution-only の中間に位置する義務が導入された。そ







（30） Haynes, supra note(27), p. 169.
（31） Niamh Moloney, EC Securities Regulation(Oxford University Press, 2008) p. 405.
（32） Niamh, supra note(31), p. 404.
（33） Niamh, supra note(31), p. 405.




























代消費者法 28 号 50 頁（2015 年）。
























（37） FOS, ’online PPI resource has the financial business assessed suitability fairly?’, 
available at http://www.financial-ombudsman.org.uk/publications/technical_notes/ppi/
suitability.html(last visited 30 Sep 2015).









えたとき，A 氏は 52 歳で，過去 9 年警備員として働いていた。彼の年収
は約 9,000 ポンドであり，年金に加入していた。当時，65 歳で退職する予
定であったが，それは，当該証券が満期となる 2 年 7 か月前であった。ま












A 夫妻に関して，Balanced が選択されていた。そして，投資業者が A 夫
妻に対して当該証券への投資を勧めたのは，持家促進制度スキーム
（Council’s right to buy scheme）を利用するためであり，投資業者は，さらに，




































Fact-Find の示すところによれば，N 氏の投資リスクへの姿勢は，1 か



































当該債券につき，2001 年の販売時には，M 氏に対しても MVA 適用の
可能性を記した文書が配布されたが，投資業者から直接 M 氏に対して
MVA の適用があることを認識させていなかった。しかし，投資業者は，















































































オンブズマンが注目したのは，契約時の K 氏のリスクへの意向を Fact-





























（45） Ibid., case 48/15, p.18.















































































































































































































銀行の金融アドバイザーは，Y 氏に，月々 50 ポンドの支払いで配当付
養老保険証券を始めるべきだと示し，Y 氏はこれに応じた。契約締結か
ら数年後，Y 氏は，解約返戻金が自分の支払ってきた保険料よりも著し







































































































の苦情につき調査した結果，25 歳未満の者が全体の 1％，25 歳から 34 歳ま
でが 11％，35 歳から 44 歳までが 23％，45 歳から 54 歳までが 28％，55 歳
から 64 歳までが 20％，65 歳以上が 17％となっている。PPI の問題を除くと，
65 歳以上からの苦情は，全体の 3 分の 1 を占めるという（58）。このため，FOS
は高齢の消費者に対してオンブズマンサービスに対する認識を持たせよう
（56） FOS, supra note(47), p.12.
（57） Annual Review2014/2015, p.92.




































（59） FOS, supra note(39), p.15.
